


































































































































































































　　単位費用14,800円 × 測定単位（人口）5,979人 　










































































































































































































































町村負担 E＝ C－ D
東出雲町 19.4.1～ 14,193 1,563,338 191,304 125,880 65,278 60,602
奥出雲町 19.4.1～ 15,812 5,469,157 761,177 97,162 57,177 39,985
飯南町 18.4.1～ 5,979 3,241,554 592,928 53,802 23,483 30,319
海士町 19.4.1～ 2,581 1,848,173 266,597 45,308 8,826 36,482
西ノ島町 19.4.1～ 3,486 1,623,620 369,370 33,836 13,012 20,824
知夫村 19.4.1～ 725 589,164 162,750 11,226 10,117 1,109
隠岐の島町 19.4.1～ 16,904 6,889,838 780,911 151,602 87,558 64,044
安芸太田町 18.4.1～ 8,238 3,288,188 502,107 80,313 49,528 30,785
北広島町 18.4.1～ 20,857 5,876,400 714,795 161,523 101,618 59,905
大崎上島町 16.4.1～ 9,236 2,381,807 309,560 115,405 61,713 53,692
世羅町 18.4.1～ 18,866 4,506,668 453,361 171,300 97,724 73,576


















































































































































































安芸太田町 18.4.1～ 502,107 － 69,995 30,785 0.061 － 39,210 6.0‰ 50人 8,238人
北広島町 18.4.1～ 714,795 － 71,884 59,905 0.083 － 11,979 5.3‰ 112人 20,857人
大崎上島町 16.4.1～ 309,560 － 1,578 53,692 0.173 52,114 5.3‰ 49人 9,236人
世羅町 18.4.1～ 453,361 － 68,418 73,576 0.162 5,158 4.7‰ 90人 18,866人
神石高原町 18.4.1～ 466,164 － 46,228 50,733 0.108 4,505 3.7‰ 45人 11,590人
飯南町 18.4.1～ 592,928 － 39,810 30,319 0.051 － 9,491 4.7‰ 27人 5,979人
東出雲町 19.4.1～ 191,304 130,083 60,602 0.316 69,481 14,193人
奥出雲町 19.4.1～ 761,177 23,017 39,985 0.052 16,968 15,812人
海士町 19.4.1～ 266,597 89,949 36,482 0.136 53,467 2,581人
西ノ島町 19.4.1～ 369,370 142,730 20,324 0.055 122,406 3,486人
知夫村 19.4.1～ 162,750 62,175 1,109 0.006 61,066 725人
隠岐の島町 19.4.1～ 780,911 191,203 64,044 0.082 127,159 16,904人
注： 「福祉事務所別データ（平成 18年 10月）」（厚生労働省）及び「平成 19年度市町村別決算状況調」（総務省）、「19年度決
算カード」（総務省）より作成
－89－
（‰）
図１　都道府県別保護率（‰） 厚生労働省「19年度福祉行政報告例」［5］より作成
（千円）
図２　広島県の町村福祉事務所設置時期と特別交付税額の変化
 「平成 19年度市町村別決算状況調」（総務省）及び「19年度決算カード」（総務省）より作成
－90－
［資料］１「町村福祉事務所の設置に関する覚書」（写）
　島根県（以下、「甲」という。）と島根県町村会（以下、「乙」という。）は、町村の福祉事務所の設置に
当たり、以下のとおり、覚書を締結する。
１ 　甲と乙は、福祉に関する行政サービスの提供主体が市町村に一元化されるという時代の大きな転換期を迎
えている中で、福祉事務所が担う生活保護等の行政サービスについても可能な限り住民に身近な市町村にお
いて一元的に提供されることが望ましいという共通認識に立って、町村の福祉事務所の設置に向けた取組み
を進めるものとする。
２ 　甲は、上記の基本的な考え方を踏まえつつも、社会福祉法上町村の区域を所管区域とする福祉事務所の設
置は県が行い、町村は任意で設置することができるものとされていることに鑑み、乙の構成町村に対し、福
祉事務所の設置を強要することのないようにするものとする。
３ 　甲は、福祉事務所を設置する町村に対し、福祉事務所の円滑かつ安定的な運営及び生活保護等の実施水準
を確保するため、その設置前及び設置後において、研修機会の確保、人的支援、技術的・専門的助言等の多
面的な支援を行うものとする。
４ 　甲は、町村の福祉事務所に係る行政経費が特別交付税により措置されていることを踏まえ、特別交付税の
配分に当たって福祉事務所関係経費の措置額を明示するとともに、乙と連携・協力して、市分と同様普通交
付税による措置とするなど、より安定的な財源確保に向けた制度改正を行うよう、国に強く働きかけるもの
とする。
５ 　甲は、現行の仕組みが継続する間において、福祉事務所を設置した町村の当該福祉事務所に係る特別交付
税措置額が、算定方式の見直し等により、被生活保護者数の動向とは無関係に現行方式による算定額を大幅
に下回り福祉事務所の運営に支障を及ぼすような事態となった場合には、財政上の配慮から適切な対応を行
うものとする。
　　　　　　平成19年２月26日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　島根県知事　　　　澄田信義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　島根県町村会長　　本田恭一
［資料］２
